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正・補完をたどりながら維持されてきた。しかし解放以
後、現行学制は教育と関連した色々な社会問題を改善す
るのにそれほどに効果的でなかったという批判、また教
育体制内外のさまざまな要因によって、学制を変化させ
なければならないという要求も出てきている。しかも最
近の教育の国際的動向、すなわち初等教育と中等教育の
普遍化、高等教育の大衆化によって進学人員の増加と生
涯教育もさらに強化されていく傾向にある。これと共に
教育の対内外的の状況変化と国際的な傾向などを考慮す
る時、現行学制は総合的に再検討される必要がある。現
行学制が持っている問題点と指摘されている事項には次
のようなものがある。
　まず、幼稚園教育が基本学制から脱落しているから公
教育の一部として正当な待遇と支援を受けることができ
ていない。そして学校・学年制が固定されていて、学生
たちの能力別個人差が十分に考慮されておらず、学制中
で学生の横断の移動が制約されている。一方、高等学校
段階での系列が多様でなく、特に高等学校を卒業した後、
社会に直ちに進出する学生のための配慮が不十分だと考
えられる。現行学制は各級学校の間の協力および連係性
が不足し、正規学校と社会教育機関の間の連係性も微弱
だという指摘を受けている。しかも産業構造の変化によ
り要求される高等教育水準の多様な専門技術訓練を担当
する教育機関および課程が分化していなくて、特に旧教
育制度の中での職業技術訓練もぜい弱である。また学校
と産業体の間の協力体制が十分に構築されていないと見
ることができる。これと共に年齢に関係なく、いつも必
要とする教育および訓練を受けられるようにする生涯教
育体制が確立されていないということも問題点として指
摘されている。
　このような問題点を土台に学制発展のための基本方向
を提示すれば次のことが上げられる。
　第一、すべての国民が各自の要求と能力により生涯教
育を受けられる教育開放体制を構築するようにする。
　第二、個人が学校、家庭、職場、社会団体、地域社会
等を通して持てるすべての教育的経験を有機的に相互連
結させられるように学制を改革することによって教育の
統合性を実現するようにする。
　第三、地域別、階層別、職業別、性別、年齢別のさま
ざまな集団の教育的な要求と抱負を満足しながら、彼ら
の能力差につりあった多様な教育プログラムを提供する
ことができるように学制を改革することによって教育の
多様性を伸ばす。
　第四、国民が各自の要求により比較的自由に教育を受
ける時期と期間、教育の領域と内容を選択することがで
きるようにする。また教育活動と関連して、転校と転科
を自由にし、職場と学校あるいは家庭生活と学校生活を
円滑にすることができるようにする教育の融通性を増大
させる。
　第五、すべての国民が差別を受けないで能力により均
等に教育を受けられる機会を拡大し、均等な教育環境と
教育の質が保障されるように学制を改革することによっ
て教育の平等性を実現するようにする。
　第六、学生が進学・進路を合理的に決めて、進路選定
のために適切な準備教育の機会を持てる方向に学制を改
革する。
　第七、能力が優れた学生は彼らの素質を最大に啓発で
きる教育機会を提供することによって教育の優秀性を追
求するようにする。
　以上の学制発展の基本方向にしたがって1987年「教育
改革審議会」は現行学制を幼－5－3－4－4制に転換し
て児童の能力により小学校の入学年令を選別的に早期化
することを主張した12）。それと同時に中学校無償義務教
育を全国的に拡大・実施して、高等学校卒業者を対象に
する職業適応課程を設置運営し、優秀学生に対する飛び
級制、特別支援対象児童に対する無償教育を高等学校課
程まで拡大・実施することなどを模索した。このような
学制改編方案が1990年代以後、教育改革委員会の「新学
制」推進政策の基盤になった。1995年5月31日「教育改
革委員会」の新教育体制樹立のための学制改編方案は基
幹学制を弾力的に運営できる方案を模索したものといえ
る。教育改革委員会の「新学制」は未来知識・情報化社
会に備えて、国民共通基本教育と生業教育を上方修正し
て、国民の高等教育に対する要求を大幅充足させてくれ
る方案といえる。これを土台にして、新しい形態の新大
学運営を推進している。新大学は遠隔教育および単位銀
行制を通して、すべての大学進学しない者などに4年間
の高等教育水準の専門教育の機会を提供できる特徴を持
っている。同時に現行学制を改善して、法曹人・医師・
聖職者・教員養成のための専門大学院制度を導入して、5
歳児童の幼稚園教育を基幹学制に含んで、小学校教育課
程との連係を強化しようとした13）。
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　ここでは、制度の骨格を示すのみで、量的発展を示す
ことができなかった。例えば、大学進学率について、日
本の文部科学省資料は次のことを指摘している14）。
○1990年から2000年にかけて、大学生は約1.7倍（128
万人→222万人）、進学率は70％を超えた。
○一方、少子化が日本を上回るスピードで進んでおり、
このままいけば、10年後には、大学入学定員が18歳人
口の140％になる見込み。
　Ⅱ．のはじめに記した「非正規学校」、また註に記した
41
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5歳児の初等学校入学等、韓国の教育制度は、学校制度
外のしなやかな構造も持っている。教育監の住民直接選
挙など、教育自治制度も進んでいる。この教育理念・学
校制度の整理がこれからの韓国教育理解のための一助と
なれば幸いである。
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独立の姿勢を確立して、外に人類共栄に尽くす時である。
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の踏み台として、創造の力と開拓の精神を育てる。公益
と秩序を前面に出し、能率と実質を崇め、敬愛と信義に
根をおろした相扶相助の伝統を受け継いで、明るく暖か
い協同精神を培う。我々の創意と協力を土台に国が発展
し、国の隆盛が私の発展の根本であることを悟り、自由
と権利に従う責任と義務を果たし、自ら国家建設に参加
して奉仕する国民精神をより高める。
　反共民主精神に透徹した愛国民族愛が我々の人生の道
で、自由世界の理想を実現する基盤である。道が子孫に
譲る光栄ある統一祖国の将来を見通し、信念と誇りを持
った勤勉な国民として、民族の知恵を集め、たゆまない
努力で、新しい歴史を創造しよう。
	2）	http://www.hani.co.kr/arti/society/society_general/	
189074.html。
		3）	『月刊朝鮮』2006年4月19日付。
		4）	http://www.archives.go.kr/next/search/listSubject	
Description.do?id=003143。
	 5）	http://www.archives.go.kr/next/search/listSubject	
Description.do?id=003147。
	 6）	その条文は次の通りである（佐野訳）。
	 	①	すべての国民は能力により均等に教育を受ける権利を
持つ。
	 	②	すべての国民はその保護する子女に少なくとも初等教
育と法律が定める教育を受けるようにする義務を負う。
	 	③義務教育は無償とする。
	 	④	教育の自主性・専門性・政治的中立性および大学の自
律性は法律が定めるところによって保障される。
	 	⑤国家は生涯教育を振興しなければならない。
	 	⑥	学校教育および生涯教育を含んだ教育制度とその運営、
教育財政および教員の地位に関する基本的な事項は法
律で定める。
	7）	各々、制定は次の通りである。
　「教育法」（1949．12．31法律第86号、1997．12．13廃
止）、「教育基本法」（1997.	12.	13法律第5437号）、「幼児
教育法」（2014.1.29法律第7120号）〔前身は「幼児教育振
興法」（1982.12.31法律第6400号）〕、「初・中等教育法」
（1997.	12.	13法律第5438号）、「高等教育法」（1997.	12.	13
法律第5438号）、「生涯教育法」（1999.	8.	31）。
	 8）	総合大学（univarsity）を大学校、単科大学（college）を
大学と称する。大学校の長は総長、単科大学の長は学長
である。
	9）	産業体付設学校の持つ問題点について、佐野「韓国経済
と学校－韓国「産業体敷設学校」について」（『近代日本
の教育と朝鮮』社会評論社、1993年所収）参照。
10）	同じく当時の韓国幼児教育の持つ問題点について、佐野
「教育に現れた社会体制－幼児教育」（同上所収）参照。
11）	文教部は1990年、教育部と改称した後、教育人的資源部
（2001年）、教育科学技術部（2008年）と名称変更がなさ
れ、2013年、再び教育部となった。
12）	初等学校は、入学年度の3月1日に満6才を越えれば6年
間の教育課程を履修することになっているが、事情のあ
る場合、1年単位で進学猶予が可能である。一方、進学
許容定員を越えない場合、学校長の許諾を受けて5才児
も進学が可能である。
13）	 2013年度から、幼稚園とオリニチブ（保育所）で5歳児
に共通課程を履修させる「ヌリ課程」が始まっている。
14）	http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/
giji/__icsFiles/afieldfile/2013/04/17/1333454_11.pdf。
